
















































































を根拠に問われる責任は、その典型例である（最判昭和49年 3月 22日民集 28巻 2号 347頁
















































































での親の監督義務を導くこともできなくなる（米村滋人「最判平成 28年 3月 1日・判批」
法教429号（2016年）54頁）。











































昭和57年3月12日判時1061号85頁（肯定例）、東京地判昭和61年 9月 10日判時 1242号 63







































































































































































301） 前掲・最判昭和 49年 3月 22日によって形成された法理を 709条と 714条が合体した特












































































































く責任を排除する方法（前掲・最判平成 28年 3月 1日）、夫婦間の同居、協力、扶助義務
を介して、精神障害者となった配偶者に対する妻の監督義務を措定し、その違反をもって、























































































317） ただし、前掲・最判平成 27年 4月 9日は、この点について、行為の危険性と被監督者
の属性に着目しつつ過失責任規範に親和的な判断を示しており（窪田充見「サッカーボー
ル事件──未成年の責任無能力者をめぐる問題の検討の素材として」論ジュリ16号（2016






































い。フランス法に関するものであるが、Cf. Christophe Radé, La responsabilité de la famille, 
in, Mélanges en l’ honneur de la professeur Françoise Dekeuwer‒Défossez, Montchrestien, 
































































Blanc, supra note 156, nos582 et s., pp.484 et s.；Id., Vers une réforme de la responsabilité 

































































































































































































































358） この判断枠組は、前掲・最判平成 28年 3月 1日が監督義務者に準ずべき者に該当する
かどうかの判断に際し考慮されるべき事由として挙げた諸要素を、ⒶⒷに即して再定式化
したものである。




















































































































が求められる旨を説くものとして、Cf. Clothilde Grare, Recherches sur la cohérence de la 
responsabilité délictuelle：L’ influence des fondements de la responsabilité sur la réparation, 































































































減らすことができるとされていること（最判平成 19年 4月 24日判時 1970号 64頁）、妻か
らの損害賠償請求につきその夫の過失を斟酌して賠償額を減らすことができるのは夫婦の
婚姻関係が既に破綻に瀕している等の特段の事情がない場合に限られるとされていること





















































































































































































フランス法において繰り返し指摘されている点である。Cf. Lebreton, supra note 16, nos173 




























392） フランス法に関するものであり、文脈も異なるが、Cf. Cédric Coulon, L’obligation de 
surveillance：Essai sur la prévention du fait d’autrui en droit français de la responsabilité 




























396） この点、賠償のイデオロギー（Loïc Cadiet, Sur les faits et les méfaits de l’ idéologie de la 
réparation, in, Le juge entre deux millénaires, Mélanges offerts à Pierre Drai, Dalloz, 2000, 
pp.495 et s.）とも評されるほどに被害者保護の観点が強調されてきたフランスの実定法（注
（306）、注（330）を参照）とは状況が異なる。

























398） その内容は様々であるが、米村滋人「名古屋高判平成 26年 4月 24日・判批」判評 677
号（2015年）6頁以下、中原・前掲注（296）「過失責任と無過失責任」47頁以下、同・前
掲注（296）「代位責任の意義と諸相」47頁以下、前田・前掲注（293）24頁以下等。
399） これは、潮見・前掲注（13）422頁以下、同「責任主体への帰責の正当化──帰責原理
と立法のベースライン」現代不法行為法研究会編『不法行為法の立法的課題（別冊
NBL155号）』（商事法務・2015年）14頁以下で示されている立場に親和的であるように思
われる。
起点に置きながらも、民事責任法上の理念が家族法上の規律に影響を及ぼし一
定の家族の像や行為規範を設定すること、身分や地位に着目するだけでは十分
な保護を与えることができない場面も存在すること、場合によっては家族内の
個人の自律に一定の制約を課すおそれがあること等が、Ⓒにおいては、「家族
の責任」に関わる問題が緩やかに個人化された形で捉えられるところ、民事責
任法の領域において、身分や地位に関わりつつもそこからは切り離された家族
というものに一定の意味を認めること、身分や地位とは独立した形で柔軟な家
族の枠や像を設定すること等の当否が問われる。もっとも、「家族の責任」が
問題となる場面は極めて多様であるため、上記の問いについては、全体として
の整合性に留意しつつ、それぞれの場面に即した検討が行われるべきであり、
場合によっては、ⒶⒷⒸ（または、これらのうちの2つ）を併用することも考
えられる。
おわりに
本稿は、家族の中身（家族の枠または家族のサークル、家族として捉えられ
る者相互の関係、家族の自律性）と民事責任法の枠組（解釈としての一貫性、
本質や目的との整合性、諸価値の考慮の仕方）という2つの視点から、民事責
任法と家族が関わる場面を包括的に検討した。ここでは、ⅠおよびⅡでの検討
を踏まえて、本稿が目指そうとした方向性のみをごく簡単に示しておく。
家族と関わりを持つ場面における民事責任法上の個々の解決や解釈論は、ど
のような家族の捉え方を前提としているのか。こうした観点から従前の議論を
再解釈すると、そこには、大枠として、抽象的な形で存在している家族法上の
身分や地位に着目するアプローチ 400）と家族と関わりを持ちつつ生きている現
実の個人に着目するアプローチ 401）が存在し、更に、前者においては、家族法
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400） 「家族としての保護」の②－1、「家族に関わる保護」の①、「家族に対する責任」の保
護対象レベルでの議論の①、「家族外に対する責任」の①がそれである。
401） 「家族としての保護」の②－2、「家族に関わる保護」の②、「家族に対する責任」の保
護対象レベルの議論の②、「家族外に対する責任」の②がそれである
上の身分や地位の存在それ自体を問題にする見方 402）と家族法上の身分や地位
から生ずる権利義務を問題にする見方 403）が存在することが分かる。
このうち、身分や地位の存在それ自体を問題にする立場によると、家族のメ
ンバーは、民事責任法上、一体的または相互に支配的な関係にあるものとして
捉えられる。また、ここでは、あるべき典型的な家族像が想定されやすく、そ
こから導かれる帰結が全ての家族に対していわば強制される。更に、この立場
においては、社会や国家との関連で家族という存在の自律性が強調される結果、
民事責任法上の問題を家族内部で処理すること、家族内の個人を家族という存
在に従属させることが推奨される。加えて、このような家族の捉え方を前提と
する場合には、「家族に対する責任」が問題となる場面で家族秩序や家族の平
和という観点から家族のメンバーによる損害賠償請求を制約していくことが求
められるようになる 404）。このような家族の捉え方が現代における家族に適合
しないことは明らかである。
次に、身分や地位から生ずる権利義務だけを問題にする立場によると、家族
のメンバーは相互に独立した個人として把握され、上記の諸問題は一応回避さ
れる。もっとも、この立場も身分や地位を出発点としていることに変わりはな
いため、身分や地位を問題にするだけでは「家族の保護」や「家族の責任」が
不十分なものとなってしまうのではないかとの疑問が生ずる。そして、これに
対応するために該当する身分や地位に類似した状況にある者に対しても同じ規
律を適用していくと、今度は、これによって法定の身分や地位の意義が希釈化
されるという問題が生ずることになる。また、この立場に対しては、家族のメ
ンバー間の関係を身分から生じた権利義務の次元に還元してしまうと、家族と
いう存在が持つ豊かな内容を捉えることができなくなるのではないか、また、
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402） 「家族に関わる保護」、「家族に対する責任」、「家族外に対する責任」の①－1がそれで
ある。
403） 「家族に関わる保護」、「家族に対する責任」、「家族外に対する責任」の①－2がそれで
ある。
404） 類型Ⓐと類型Ⓑの制約手法㋐と㋑、それ以外の類型の第1の制約手法がそれである。
一定の要請に基づき権利義務の観点を弱めていくと、身分や地位の存在それ自
体を問題にする立場に近づき、この立場と同じ問題を抱えることにならないか
といった疑問が提示される。
最後に、家族と関わりを持ちつつ生きている現実の個人に着目する立場によ
ると、家族のメンバーは緩やかに個人化された形で把握される。家族内の個人
は、ほかのメンバーと一定の関わりを持ち、そこから愛情や支援を受けながら
自己の人格を形成したり発展させたりする存在であるため、それが何らかの形
で妨げられたときには民事責任法上の保護を受けるとともに、その裏返しとし
て、一定の場合にはその濃度に応じてほかのメンバーの行為につき責任を負わ
なければならない。ここでは、ある家族のメンバーがほかのメンバーに従属す
ることも、特定の家族像が強制されることも、家族という存在のために個人が
犠牲にされることもない。このような理解の仕方は、現代の多様化した家族の
あり方、家族を個人の幸福を実現するための手段として位置付ける見方にも適
合する。
以上の整理を踏まえて言えば、民事責任法が家族と関わりを持つ場面につい
ては、身分や地位を問題にすることが望まれる場合を除き 405）、家族と関わり
を持ちつつ生きている現実の個人に着目するアプローチを基礎に据えた解決や
解釈論が展開されるべきである。すなわち、「家族の保護」の場面では、家族
のメンバーとの間で形成されている関係に結び付く個人としての人格の保護を
問題にする。「家族に対する責任」の場面では、一定の範囲で身分や地位に関
わる要素の保護を残しつつも 406）、それを取り巻く形で個人としての関係的な
人格の保護を図る。その際、家族秩序や家族の平和といった観点から損害賠償
請求が制約されることがあってはならない。ここでは、家族のメンバーは問題
解決のための自律的な協調者であるという理解を前提に、ほかの法制度やより
上位の保護対象との関連で限定的に損害賠償請求が制約されることがあるに過
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405） ここでは、①－1ではなく、①－2が問題となる。
406） 類型Ⓒと（場合によっては）類型Ⓔがその場面である。
ぎない 407）。「家族外に対する責任」の場面でも、身分や地位に結び付く事実的
な関係から生ずる権利義務を起点として責任法理を構築する。
そして、このような理解は、現代における家族のあり方に適合的であるだけ
でなく、一定の範囲という留保は付くが、実定法の現状、および、それが目指
そうとしている方向にも沿うものである。また、この理解は、家族法と民事責
任法それぞれの視点からも有用な枠組として位置付けられるのではないかと思
われる。まず、家族法の視点から言えば、この理解によると、家族法上の規律
が民事責任法によって補完される結果、家族という存在が両法の規律によって
より豊かなものになる一方、法定の身分関係やそこから生ずる権利義務の内容
が民事責任法の論理によって変容を受けることはないので、家族法の意義が縮
小するという事態を回避することもできる。次に、民事責任法の視点から見れ
ば、この理解を前提として「家族の保護」と「家族の責任」のそれぞれの場面
で展開される解釈や制度設計は、伝統的な民事責任法上の諸概念の上に成り立
ち、その目的や本質として設定されている諸理念からも十分に正当化されるも
のである。
本稿は、「民事責任法と家族」の問題には、家族の捉え方という観点から見
ると複数のアプローチの仕方があること、および、その中では家族内の個人を
起点に据えるアプローチが採用されるべきことを大枠として示したものに過ぎ
ない。本稿が示した中間的な結論に対してより説得力を与えるためには、この
立場に基づき、個々の問題について細かな解釈や制度設計を展開すること、個々
の解釈や制度設計に対して十分な応接を行うこと、本稿で扱われた事項のみな
らず、現に生じており、または、将来的に生ずるかもしれない個別問題にも応
答することに加え、本稿によって示された議論の整理を通時的、社会的な観点
から分析することが必要である。これらの課題については、「民事責任法と家族」
の問題との関連で多くの興味深い議論が展開されているフランス法を検討した
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407） 仮に一定の場合に損害賠償請求が制約されることがあるとすれば、類型Ⓒと（場合に
よっては）類型Ⓔでは第2の制約手法が、類型Ⓓでは第3の制約手法が問題となる。
後に、その成果を踏まえて扱うことにする。
【付記】本稿は、科学研究費補助金・基盤研究 C「現代法における人と家族を
起点とした民事責任法理の構想」（課題番号16K03384）の研究成果の一部であ
る。
（しらいし・ともゆき　筑波大学法科大学院准教授）
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